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市第 52 号議案関連資料 

 

令和２年度横浜市一般会計補正予算（第３号）政策局関係部分の概要 
 

１ 歳入補正 

（１）補正理由 

新型コロナウイルス感染症への本市の対応として、５月補正、６月補正で「くらし・経済対策」をまとめた。 
引き続き、市内経済が厳しい状況にあることや、６月末以降の市内新規陽性患者数の増加、国の二次補正予算

で「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の交付限度額が増額されたことなど、様々な状況を踏

まえ、感染拡大防止策と万全な医療提供体制の確保、経済再生に向けた企業活動の支援や雇用対策等困難な状況

にある方々への支援、学校・地域・行政におけるデジタル化等の推進に取り組むため、「新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金」を更に計上する。 
  
（２）補正額                                   （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計 

18 国庫支出金 ２ 国庫補助金 16 新型コロナウイルス感染症対応 

地方創生臨時交付金 

17,032,794 11,595,895 28,628,689 

 
 
 
 ＜臨時交付金のこれまでの活用状況及び計上額の内訳＞ 

・地方単独事業負担分の現時点における国からの交付限度額合計（245 億円）に対し、 

 ５月補正で 84 億円、６月補正で 50 億円を活用済であり、９月補正での活用可能額は 111 億円 

・９月補正計上額 116 億円（国庫補助事業負担分：８億円、地方単独事業負担分：108 億円（残額３億円）） 
 

（参考１）くらし・経済対策における臨時交付金の活用状況 

補正時期 
国庫補助事業

負担分 
地方単独事業 

負担分 
合計 

５月補正 2 億円  84 億円  86 億円  

６月補正 34 億円  50 億円  85 億円  

９月補正 8 億円  108 億円  116 億円  

合計 44 億円  242 億円  286 億円  

 

    （参考２）国からの臨時交付金（地方単独事業負担分）の交付限度額通知 

通知日 交付限度額 

５月１日 56 億円   

６月 24 日 189 億円   

合計 245 億円   

 
 

 

 

 

２ くらし・経済対策による補正＜増額分＞ 

（１）デジタル社会の実現による地域活性化方策検討事業  20,000 千円 

 ア 趣旨 
新型コロナウイルス感染症により、従来の対面・集客等を前提とした政策や取組からの転換が求められている

中、本市の地域課題・ニーズ等に対するデジタル技術の導入効果や実現可能性を調査し、地域の課題解決や活性

化方策等にかかる方向性を検討していく。 

 
イ 補正額                                       （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

政策調査費 26,800 20,000 46,800 - - - 20,000 

 
 

（２）新たな広域連携促進事業  10,000 千円 

 ア 趣旨 
新型コロナウイルス感染症により顕在化した行政上の課題やリスクを見据え、生活圏が一体的である８市の連

携をより一層推進するため、具体的な広域連携施策の実施に向け、「８市の未来予測」の整理や市長会議の開催な

どを、国の「新たな広域連携促進事業」により行う。 
 

イ 補正額                                  （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

広域行政運営費 9,943 10,000 19,943 10,000 - - - 

 

 

（３）ＩＣＴを活用した郊外住宅団地の新しいつながり創出事業  5,000 千円 

 ア 趣旨 

新型コロナウイルス感染症の影響により、住宅団地に住む高齢者の孤立化が一層の課題となっている中、地域

の医療や介護サービスを担う企業等の事業者が中心となり、「新しい生活様式」に沿った住民間の「新しいつなが

り」を創出するための活動を支援する。 
 

 イ 補正額                                  （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

共創推進運営費 16,538 5,000 21,538 - - - 5,000 
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３ 状況の変化等を踏まえた補正＜減額分＞ 

（１）新たな劇場計画検討費  21,132 千円 

 ア 趣旨 

新たな劇場計画の検討に係る委託業務の入札残による委託料等の減に伴い減額する。 

 
 イ 補正額                                  （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

新たな劇場計画検討費 200,000 △21,132 178,868 - - - △21,132 

 
 

（２）芸術創造推進費  10,300 千円 

 ア 趣旨 

海外からのアドバイザリー支援の延期による報償費等の減に伴い減額する。 

 
イ 補正額                                   （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

芸術創造推進費 100,000 △10,300 89,700 - - - △10,300 

 

 

（３）共創推進運営費  1,000 千円 

 ア 趣旨 

   共創フォーラムの開催方法見直し等による委託料の減に伴い減額する。 

 

イ 補正額                                   （単位：千円） 

事業名称 補正前の額 補正額 計 

補正額の財源 

特定財源 
一般財源 

国庫支出金 市債 その他 

共創推進運営費 16,538 △1,000 15,538 - - - △1,000 

 


